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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第36期

第３四半期連結
累計期間

第37期
第３四半期連結
累計期間

第36期

会計期間

自平成28年
　４月１日
至平成28年
　12月31日

自平成29年
　４月１日
至平成29年
　12月31日

自平成28年
　４月１日
至平成29年
　３月31日

売上高 (千円) 11,970,835 14,157,373 17,742,097

経常利益 (千円) 36,684 640,587 679,196

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純損益（△は損失）
(千円) △81,484 394,737 429,378

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △163,906 473,442 405,346

純資産額 (千円) 7,212,030 8,015,460 7,781,283

総資産額 (千円) 19,920,189 22,394,459 21,633,038

１株当たり四半期（当期）純損益

金額（△は損失）
(円) △5.45 26.40 28.71

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
(円) － － －

自己資本比率 （％） 36.2 35.7 35.9

 

回次
第36期

第３四半期連結
会計期間

第37期
第３四半期連結
会計期間

会計期間

自平成28年
10月１日
至平成28年
12月31日

自平成29年
10月１日
至平成29年
12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 7.13 14.09

　　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

　２．売上高には消費税等は含まれておりません。

　３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第36期及び第37期第３四半期連結累計

期間は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第36期第３四半期連結累計期間は、１株当たり

四半期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断

したものであります。

 

(１)業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益の回復や雇用・所得環境の改善などにより緩やかな回

復基調で推移いたしましたが、原材料価格の高騰や人材不足の影響に伴う生産・物流コストの上昇が懸念されるな

ど、依然として先行き不透明な状況が続いております。

このような経営環境のもと当社グループでは、建設業界の長期的視野での公共投資の減少による市場規模の縮小等

の困難な問題に対処すべく、中・長期的な安定収益の確保と経営基盤の強化として、次のような取り組みを行ってま

いりました。

○ 成長市場としての「補修・補強市場」への積極的な事業展開

○ 超高強度合成繊維補強コンクリート「ESCON」の販売開始・用途開発の継続

○ 海外（ベトナム）建設市場への積極的な取組（新規プロジェクト創出と具体化推進）

○ ＰＰＰ（パブリック・プライベート・パートナーシップ＝公民連携）への積極的な取組

○ 業際分野を中心としたＭ＆Ａによる事業展開、経営基盤の強化（建築分野への事業拡大）

○ 既存事業の安定成長のための技術・製品・工法の更なる改良及び開発

この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は、平成28年度の大型補正予算が執行されたことによる効果や政府

による公共インフラ老朽化対策の具体化など、全体として引き続き堅調に推移いたしました。また、一昨年にＭ＆Ａ

を行った鉄骨部門の丸互事業所の売上が寄与したことなどから、売上高141億57百万円（前年同期比18.3％増）と増

収となりました。

利益面では、売上高増加による利益の増加があり、販売費及び一般管理費においても費用抑制を積極的に行った効

果があり、営業利益５億54百万円（前年同期は20百万円の営業利益）となりました。

また、営業外収益においては、海外の持分法適用会社の持分法による投資利益の計上が寄与したことから、経常利

益６億40百万円（前年同期は36百万円の経常利益）、親会社株主に帰属する四半期純利益３億94百万円（前年同期は

81百万円の親会社株主に帰属する四半期純損失）となりました。

 

セグメントの業績は次のとおりであります。

 

(建設用資機材の製造・販売事業)

この事業では、平成28年度の大型補正予算執行による法面関連の製品納入やその他製品においても大型物件の納

入が順調に推移し、また、海外案件における建設資材商材の売上が好調に推移するなど、売上高は前年同期に比べ

増収となりました。

利益面では、売上高の増加による売上総利益の増加があり、販売費及び一般管理費においても費用抑制の取り組

みを推進したことから、増益となりました。

この結果、この事業の売上高は58億64百万円（前年同期比12.1％増）、営業利益は２億75百万円（前年同期は１億

51百万円の営業損失）となりました。

 

(建築用資材の製造・販売事業)

この事業では、エスイーＡ＆Ｋ株式会社において、東北市場で復興需要が減少し、工事の減少傾向が続いており

ます。一方、首都圏市場においては、東京オリンピックや都心再開発の工事需要が具体化してきており、自社製品

の出荷数量も緩やかに増加いたしました。

また、エスイー鉄建株式会社において、一昨年に事業承継した丸互事業所の鉄骨部門の売上が当事業に寄与いた

しました。利益面では、丸互事業所の固定費の増加がありましたが、全体として増収、増益となりました。

この結果、この事業の売上高は64億51百万円（前年同期比18.2％増）、営業利益は３億27百万円（前年同期比

1.5％増）となりました。
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(建設コンサルタント事業)

この事業では、株式会社アンジェロセックにおけるアジア・アフリカ圏をはじめ、各国での道路・橋梁部門を中心

としたコンサルタント事業を推し進めております。特にアフリカ(フランス語圏)における事業において、顧客からの

信頼度が高まってきており、この事業の強みとなっております。

引き続き、好調な受注残に支えられた物件消化に積極的に取り組むとともに、橋梁・土木技術者の確保にも注力し

ております。

当第３四半期連結累計期間におきましては、「東ティモール国道路維持管理水準向上プロジェクト」、「バングラ

ディッシュ国持続的な水関連インフラ整備に係る能力向上プロジェクト」、「アルメニア国消防機材整備計画詳細設

計」等が完工いたしました。

この結果、この事業の売上高は３億20百万円（前年同期比29.2％増）、営業利益は７百万円（前年同期は34百万円

の営業損失）となりました。

 

(補修・補強工事業)

この事業では、政府による社会インフラ老朽化対策における橋梁、道路、トンネルなどの補修・補強工事の具体

化を推し進めております。

当連結会計年度は期初より、平成28年度の大型補正予算執行による効果や熊本地震の復興推進と政府による積極

的な社会インフラ老朽化対策等が追い風となり受注環境が良好に推移いたしました。

このようななか、当第３四半期連結累計期間の売上高は、橋梁・トンネル等の受注工事の消化において順調に推

移したことから、増収・増益となりました。

この結果、この事業の売上高は15億21百万円（前年同期比46.9％増）、営業利益は１億65百万円（前年同期比

210.5％増）となりました。

 

(２)財政状態の分析

(資産)

当第３四半期連結会計期間末の資産合計は223億94百万円（前連結会計年度末比７億61百万円増）となりまし

た。内訳は、流動資産152億27百万円（前連結会計年度末比５億46百万円増）、有形固定資産46億37百万円（前連

結会計年度末比１億61百万円増）、無形固定資産２億10百万円（前連結会計年度末比77百万円減）、投資その他

の資産23億18百万円（前連結会計年度末比１億31百万円増）でありました。資産の増加の主な要因は、受取手形

及び売掛金が１億74百万円、建設仮勘定が１億10百万円減少いたしましたが、現金及び預金が３億22百万円、仕

掛品が３億36百万円、建物及び構築物が２億82百万円、投資有価証券が１億52百万円増加したことなどによるも

のであります。

 

(負債)

当第３四半期連結会計期間末の負債合計は143億78百万円（前連結会計年度末比５億27百万円増）となりまし

た。内訳は、流動負債が87億22百万円（前連結会計年度末比５億85百万円増）、固定負債が56億56百万円（前連

結会計年度末比57百万円減）でありました。負債の増加の主な要因は、社債が１億28百万円減少いたしました

が、支払手形及び買掛金が５億37百万円、電子記録債務が１億３百万円増加したことなどによるものでありま

す。

 

(純資産)

当第３四半期連結会計期間末の純資産合計は80億15百万円（前連結会計年度末比２億34百万円増）となりまし

た。純資産の増加の主な要因は、株主配当金の支払により利益剰余金が２億39百万円減少いたしましたが、親会

社株主に帰属する四半期純利益の計上による利益剰余金が３億94百万円、その他有価証券評価差額金が64百万円

増加したことなどによるものであります。

 

(３)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(４)研究開発活動

当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、１億40百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 27,400,000

計 27,400,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成29年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年２月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 15,628,300 15,628,300

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

100株

計 15,628,300 15,628,300 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成29年10月１日～

平成29年12月31日
－ 15,628,300 － 1,228,057 － 995,600

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成29年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

平成29年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 674,200 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 14,952,000 149,520 －

単元未満株式 普通株式 2,100 － －

発行済株式総数  15,628,300 － －

総株主の議決権 － 149,520 －

　（注）上記「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、2,000株（議決権の数20個）含

まれております。

 

②【自己株式等】

平成29年９月30日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社エスイー
東京都新宿区西新宿

六丁目５番１号
674,200 － 674,200 4.3

計 － 674,200 － 674,200 4.3

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成29年10月１日から平

成29年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、四谷監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,793,036 6,115,500

受取手形及び売掛金 6,879,642 ※ 　　6,704,879

商品及び製品 261,961 329,205

仕掛品 569,946 906,157

原材料及び貯蔵品 849,071 926,743

その他 352,923 272,636

貸倒引当金 △25,813 △27,724

流動資産合計 14,680,768 15,227,399

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,213,570 1,495,692

機械装置及び運搬具（純額） 470,691 470,250

工具、器具及び備品（純額） 59,204 57,660

土地 2,505,098 2,505,098

リース資産（純額） 117,528 108,939

建設仮勘定 110,279 －

有形固定資産合計 4,476,372 4,637,641

無形固定資産   

のれん 187,333 145,200

その他 101,079 65,482

無形固定資産合計 288,412 210,683

投資その他の資産   

投資有価証券 1,624,611 1,776,979

その他 599,418 582,709

貸倒引当金 △36,544 △40,954

投資その他の資産合計 2,187,485 2,318,735

固定資産合計 6,952,270 7,167,060

資産合計 21,633,038 22,394,459
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 　3,562,154 ※ 　　4,099,391

電子記録債務 　966,429 　1,069,924

短期借入金 450,522 420,522

1年内返済予定の長期借入金 1,423,244 1,325,794

1年内償還予定の社債 337,000 297,000

未払法人税等 173,188 98,774

賞与引当金 98,163 43,698

工事損失引当金 7,681 1,483

その他 1,119,435 1,366,318

流動負債合計 8,137,818 8,722,906

固定負債   

社債 799,000 670,500

長期借入金 3,684,946 3,792,204

役員退職慰労引当金 544,730 550,525

退職給付に係る負債 438,365 430,514

資産除去債務 80,906 79,799

その他 165,989 132,550

固定負債合計 5,713,937 5,656,092

負債合計 13,851,755 14,378,999

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,228,057 1,228,057

資本剰余金 1,003,898 1,003,898

利益剰余金 5,762,002 5,917,474

自己株式 △247,744 △247,744

株主資本合計 7,746,213 7,901,686

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 28,267 92,482

為替換算調整勘定 △14,105 573

退職給付に係る調整累計額 8,108 7,505

その他の包括利益累計額合計 22,270 100,561

非支配株主持分 12,798 13,212

純資産合計 7,781,283 8,015,460

負債純資産合計 21,633,038 22,394,459
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

売上高 ※ 　 11,970,835 ※ 　 14,157,373

売上原価 8,678,127 10,484,038

売上総利益 3,292,707 3,673,335

販売費及び一般管理費 3,272,071 3,118,473

営業利益 20,635 554,861

営業外収益   

受取利息 189 324

受取配当金 7,287 3,977

受取手数料 11,028 9,111

受取家賃 12,865 8,885

持分法による投資利益 9,000 98,759

貸倒引当金戻入額 8,834 611

保険解約返戻金 15,246 －

その他 27,830 25,149

営業外収益合計 92,283 146,820

営業外費用   

支払利息 46,226 40,451

売上割引 10,618 12,015

為替差損 9,855 9

寄付金 4,667 8,172

その他 4,867 445

営業外費用合計 76,234 61,095

経常利益 36,684 640,587

特別利益   

固定資産売却益 927 －

投資有価証券売却益 9,643 －

特別利益合計 10,570 －

特別損失   

固定資産売却損 2,359 288

固定資産除却損 337 903

ゴルフ会員権評価損 1,070 －

投資有価証券売却損 518 －

投資有価証券評価損 － 12,140

特別損失合計 4,285 13,331

税金等調整前四半期純利益 42,969 627,255

法人税等 128,606 232,104

四半期純利益又は四半期純損失（△） △85,637 395,151

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
△4,153 413

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
△81,484 394,737
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △85,637 395,151

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 11,843 63,830

退職給付に係る調整額 △739 △602

持分法適用会社に対する持分相当額 △89,372 15,062

その他の包括利益合計 △78,269 78,291

四半期包括利益 △163,906 473,442

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △159,745 473,028

非支配株主に係る四半期包括利益 △4,161 413

 

EDINET提出書類

株式会社エスイー(E01298)

四半期報告書

11/17



【注記事項】

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※　　四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日でしたが、

満期日に決済が行われたものとして処理しております。当四半期連結会計期間末日満期手形の金額は、次のとおりで

あります。
 

 
前連結会計年度

（平成29年3月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成29年12月31日）

受取手形 －千円 264,329千円

支払手形 － 451,823

 

（四半期連結損益計算書関係）

※ 　前第３四半期連結累計期間（自平成28年４月１日　至平成28年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自平

成29年４月１日　至平成29年12月31日）

　　　当社グループの売上高は、通常の営業の形態として連結会計年度の上半期と下半期との間に著しい変動があり、

業績は下半期に偏る傾向があります。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期

連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）、のれんの償却額及び負ののれ

んの償却額は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

減価償却費 270,599千円 238,627千円

のれんの償却額 42,129 43,266

負ののれんの償却額 1,365 1,134

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日

定時株主総会
普通株式 299,081 20 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月29日

定時株主総会
普通株式 239,265 16 平成29年３月31日 平成29年６月30日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント

合計
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 
建設用資機
材の製造・
販売事業

建築用資材
の製造・販
売事業

建設コンサ
ルタント事
業

補修・補強
工事業

売上高        

外部顧客への売上高 5,229,656 5,458,267 247,857 1,035,052 11,970,835 － 11,970,835

セグメント間の内部売上

高又は振替高
169,951 114 － － 170,066 △170,066 －

計 5,399,608 5,458,382 247,857 1,035,052 12,140,901 △170,066 11,970,835

セグメント利益又は損失

（△）
△151,172 322,920 △34,287 53,428 190,889 △170,254 20,635

注）１.セグメント利益又は損失（△）の調整額△170,254千円には、セグメント間取引消去3,321千円、のれんの償却

額△40,763千円、各報告セグメントに配分していない全社費用△132,812千円が含まれております。全社費用

は、報告セグメントに帰属しない研究開発費であります。

２.セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント

合計
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 
建設用資機
材の製造・
販売事業

建築用資材
の製造・販
売事業

建設コンサ
ルタント事
業

補修・補強
工事業

売上高        

外部顧客への売上高 5,864,342 6,451,825 320,196 1,521,008 14,157,373 － 14,157,373

セグメント間の内部売上

高又は振替高
201,112 112,086 － 2,588 315,787 △315,787 －

計 6,065,454 6,563,912 320,196 1,523,597 14,473,161 △315,787 14,157,373

セグメント利益 275,296 327,915 7,115 165,891 776,219 △221,357 554,861

注）１.セグメント利益の調整額△221,357千円には、セグメント間取引消去△18,304千円、のれんの償却額△42,132千

円、各報告セグメントに配分していない全社費用△160,920千円が含まれております。全社費用は、報告セグメ

ントに帰属しない研究開発費であります。

２.セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

  １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり

四半期純損失金額（△）
△5円45銭 26円40銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は

親会社株主に帰属する四半期純損失金額

（△）（千円）

△81,484 394,737

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益金額又は親会社株主に帰属する四半期

純損失金額（△）（千円）

△81,484 394,737

普通株式の期中平均株式数（株） 14,954,082 14,954,082

　（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、前第３四半期連結累計期間は、１株当たり四半期

純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。当第３四半期連結累計期間は、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）
 
１．取得による企業結合

　当社は、平成29年11月27日開催の取締役会において、株式会社ホンシュウの株式を取得し、子会社化することにつ

いて決議し、平成30年１月４日付で株式を取得しました。

（１）企業結合の概要

① 被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称：株式会社ホンシュウ

事業の内容　　　：コンクリート二次製品の製造販売事業

② 企業結合を行った主な理由

　当社は主に『土木』に用いられる「建設用資機材の製造・販売事業」を営んでおりますが、今後の事業展開

として事業領域の拡大を目指しております。

　また、現在、東日本を中心とした建築用資材の製造販売事業としてエスイーＡ＆Ｋ株式会社において仮設、

内装建材用製品の販売を行っているところでありますが、今般、「コンクリートの二次製品の製造販売事業」

を営む「株式会社ホンシュウ」の存在を知るに至り、「建設用資機材の製造・販売事業」ならびに「建築用資

材の製造・販売事業」との相乗効果、さらには「ＥＳＣＯＮ事業」の拡充も踏まえ、今後のグループのさらな

る業容拡大に資すると判断し、子会社化することといたしました。

③ 企業結合日

 平成30年１月４日

④ 企業結合の法的形式

 株式取得

⑤ 結合後企業の名称

 株式会社ホンシュウ

⑥ 取得した議決権比率

100％

⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得したことによるものです。

 

（２）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得原価　　株式取得の相手先の要請により非公開とさせていただきます。

 

（３）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

現時点では確定しておりません。

 

（４）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

現時点では確定しておりません。

 
 

２【その他】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社エスイー(E01298)

四半期報告書

14/17



 

 

EDINET提出書類

株式会社エスイー(E01298)

四半期報告書

15/17



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

 

平成30年２月９日

株式会社エスイー

取締役会　御中

 

四谷監査法人

 

 
 指定社員
 業務執行社員

 公認会計士 石井　忠弘　　　印

 

 
 指定社員
 業務執行社員

 公認会計士 佐々木　大作　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社エス

イーの平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成29年10月１日から平

成29年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社エスイー及び連結子会社の平成29年12月31日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。
 
利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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